
大規模飼料作経営基盤強化対策事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、大規模飼料作経営基盤強化対策事業費補助金（以下「本補助金」という。）の

交付について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

 （交付目的）

第２条 本補助金は、湖山池周辺地域の水稲作から畑作営農へ転換する農業者で組織する集落営農

組織（以下「営農組織」という。）の飼料作経営基盤強化に向けた取組等を支援することを目的と

して交付する。

（補助対象事業）

第３条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、鳥取県湖山池の水

質浄化に対応した農業振興総合対策事業費補助金交付要綱（平成２４年３月２７日付第２０１１

００１９７９５８号農林水産部長通知）に基づいて実施する牧草更新費助成事業とする。

 （補助対象事業者）

第４条 本補助金の交付の対象となる者は、補助対象事業を行う営農組織とする。

（補助金の額の算定）

第５条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、畑作転換による飼

料作導入を行った水田の牧草を更新する経費の全額（仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消

費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕

入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をいう。以下同じ）を除く。）とし、

予算の範囲内で交付する。

（交付申請）

第６条 規則第４条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に規定する書類は、様式第１号に

よるものとする。

２ 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請に当たり、仕入控除税額が明らかでないとき

は、前条の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額（以下「仕入控除税額を含

む額」という。）の範囲内で交付申請をすることができる。

（交付決定）

第７条 市長は、前条第２項の規定による申請を受けたときは、第５条の規定にかかわらず、仕入

控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、仕入控除税額

が明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は、変更後の額

とする。以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。

 （着手届を要しない場合）

第８条 規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合は、同項第１号又は第２号に規定する

補助事業以外のすべての補助事業に係る場合とする。

（実績報告の時期等）

第９条 補助金の実績報告は、補助金の交付の決定を受けた年度の翌年度の４月１０日までに提出

しなければならない。ただし、年度途中での補助事業の完了または中止もしくは廃止の場合は、

その日から速やかに提出しなければならない。



２ 規則第１２条の報告書に添付すべき同条第１号及び第２号に規定する書類は、様式第１号によ

るものとする。

３ 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告に当たり、その時点で

明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入

控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超え

る額を控除して報告しなければならない。

４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額が

実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税

額）を超えるときは、様式第２号により速やかに市長に報告し、市長の返還命令を受けて、その

超える額に対応する額を市に返還しなければならない。

（財産の処分制限）

第１０条 規則第１６条ただし書きの期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０

年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産については、市

長が定める期間）とする。

２ 規則第１６条第４号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。

 （１）取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及び器具

（２）その他交付目的を達成とするため処分を制限する必要があるものとして市長が別に定める

もの

（収益納付）

第１１条 補助事業者は、本補助金の交付に係る事業により取得し、又は効用の増加した財産を処

分したことにより収入があったときは、当該収入があった日から５日以内に、市長にその旨を報

告しなければならない。

２ 前項の場合において、市長がその全部又は一部に相当する額を市に納付するよう指示したとき

は、補助事業者は、これに従わなければならない。

（雑則）

第１２条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、農林水産部長が

別に定める。

附 則

この要綱は、平成２９年１０月１０日から施行し、平成２９年度の補助対象事業に適用する。


